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物
価
と
金
融
シ
ス
テ
ム 

の
安
定
が
目
的

　

日
本
銀
行
は
１
８
８
２
年
に
設
立

さ
れ
た
わ
が
国
の
中
央
銀
行
で
あ

る
。
目
的
は
通
貨
お
よ
び
金
融
の
調

節
（
金
融
政
策
）
に
よ
る
「
物
価
の

安
定
」
と
、
金
融
機
関
の
間
の
円
滑

な
資
金
決
済
を
確
保
す
る
こ
と
で
信

用
秩
序
を
維
持
す
る
「
金
融
シ
ス
テ

ム
の
安
定
」
で
あ
る
。
資
本
金
は
１

億
円
で
、
そ
の
う
ち
55
％
を
政
府
が

出
資
し
、
残
り
45
％
を
政
府
以
外
の

者
が
出
資
し
て
い
る
。
出
資
持
分
に

対
し
て
発
行
さ
れ
る
「
出
資
証
券
」

は
、
ジ
ャ
ス
ダ
ッ
ク
市
場
に
上
場
さ

れ
て
い
る
。

　

い
わ
ゆ
る
政
府
系
金
融
機
関
と
は

異
な
り
、
政
府
か
ら
独
立
し
た
中
央

銀
行
と
し
て
、
①
日
本
銀
行
券
の
発

行
や
流
通
、
管
理
に
関
す
る
業
務
を

行
う
〝
発
券
銀
行
〞、
②
民
間
金
融

機
関
か
ら
の
預
金
の
受
入
れ
や
口
座

間
の
資
金
振
替
等
の
業
務
を
行
う

〝
銀
行
の
銀
行
〞、
③
政
府
口
座
か

ら
の
国
庫
金
の
受
払
い
等
の
業
務
を

行
う
〝
政
府
の
銀
行
〞、
と
い
う
三

つ
の
役
割
を
担
う
。
こ
れ
ら
の
役
割

を
果
た
し
な
が
ら
、
金
融
機
関
と
の

取
引
な
ど
を
通
じ
て
金
融
政
策
を
運

営
し
て
い
る
ほ
か
、
金
融
シ
ス
テ
ム

の
安
定
確
保
を
目
的
と
し
て
、
取
引

先
金
融
機
関
等
へ
の
立
入
調
査
（
考

査
）
や
、
日
常
的
な
ヒ
ア
リ
ン
グ
調

査
（
オ
フ
サ
イ
ト
・
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
）
を
行
っ
て
い
る
。

政
策
委
員
会
で 

意
思
決
定

　

日
銀
に
は
最
高
意
思
決
定
機
関
と

し
て
の
政
策
委
員
会
が
お
か
れ
る
。

通
貨
お
よ
び
金
融
の
調
節
に
関
す
る

事
項
（
金
融
調
節
事
項
）
の
方
針
決

定
、
そ
の
他
の
業
務
の
方
針
決
定
、

役
員
（
監
事
お
よ
び
参
与
を
除
く
）

の
職
務
の
執
行
の
監
督
を
お
も
な
任

務
と
し
て
い
る
。
政
策
委
員
会
は
９

人
の
委
員
（
総
裁
、
２
人
の
副
総

裁
、
６
人
の
審
議
委
員
）
か
ら
な

る
。
政
策
委
員
会
の
長
は
議
長
で
あ

り
委
員
の
互
選
で
選
ば
れ
る
。
ま

た
、
あ
ら
か
じ
め
議
長
の
職
務
代
理

者
も
定
め
ら
れ
る
。
総
裁
、
副
総

裁
、
審
議
委
員
は
、
衆
参
両
議
院
の

同
意
を
得
て
内
閣
が
任
命
す
る
（
い

わ
ゆ
る
国
会
同
意
人
事
の
一
つ
）。

監
事
は
内
閣
が
任
命
す
る
。
理
事
、

参
与
は
政
策
委
員
会
の
推
薦
に
基
づ

い
て
財
務
大
臣
が
任
命
す
る
。
政
策

委
員
の
任
期
は
５
年
で
常
勤
と
な
っ

て
い
る
。
政
策
委
員
会
に
は
政
府
か

ら
財
務
大
臣
や
内
閣
府
特
命
担
当
大

臣
（
経
済
財
政
政
策
担
当
）
等
は
出

席
で
き
る
が
、
議
決
権
は
な
い
。

　

日
銀
が
取
り
組
ん
で
い
る
目
下
の

課
題
は
長
引
く
デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却

で
あ
り
、
金
融
緩
和
策
を
打
ち
出
す

こ
と
で
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

金
融
緩
和
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
企

業
や
家
計
が
金
融
市
場
や
金
融
機
関

か
ら
低
コ
ス
ト
の
資
金
を
調
達
で
き

る
よ
う
に
し
（
金
融
緩
和
の
波
及
経

路
の
第
１
段
階
）、
投
資
や
支
出
を

促
し
て
経
済
・
物
価
の
好
転
に
つ
な

げ
た
い
（
同
第
２
段
階
）
考
え
だ

が
、
デ
フ
レ
脱
却
は
実
現
し
て
い
な

い
。
こ
の
た
め
、
直
近
で
は
２
０
１

日
本
銀
行

デ
フ
レ
脱
却
へ
の
取
組
み
が
続
く

第
10 

回
・
完
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２
年
10
月
、
①
「
資
産
買
入
れ
等
の

基
金
」
の
規
模
を
80
兆
円
程
度
か
ら

91
兆
円
程
度
に
11
兆
円
程
度
増
額
、

②
「
貸
出
増
加
を
支
援
す
る
た
め
の

資
金
供
給
」
と
い
う
新
た
な
枠
組
み

の
創
設
を
柱
と
す
る
、
年
内
４
回
目

（
12
年
２
月
、
４
月
、
９
月
に
続

く
）
の
追
加
緩
和
を
実
施
し
た
。

資
産
買
入
れ
等
の
基
金
と 

貸
出
支
援
基
金

　

金
融
緩
和
の
手
段
と
し
て
使
わ
れ

る
基
金
増
額
は
波
及
経
路

の
第
１
段
階
に
強
く
働
き

か
け
る
も
の
だ
。「
資
産

買
入
れ
等
の
基
金
」
は
10

年
10
月
、
政
策
金
利
が
実

質
的
な
ゼ
ロ
金
利
ま
で
低

下
し
た
あ
と
も
、
さ
ら
に

金
融
緩
和
を
推
進
す
る
た

め
に
導
入
し
た
。
基
金
は

35
兆
円
規
模
で
11
年
末
を

期
限
と
し
て
ス
タ
ー
ト
し

た
が
、
12
年
10
月
の
追
加

緩
和
で
規
模
は
２
・
６
倍

に
ま
で
ふ
く
ら
み
、
期
限

も
13
年
末
ま
で
に
な
る
な

ど
当
初
予
定
を
大
き
く
超

え
て
い
る
（
図
表
）。
基

金
を
通
じ
て
長
期
・
短
期

の
国
債
の
ほ
か
、
中
央
銀

行
と
し
て
は
異
例
の
Ｃ

Ｐ
、
社
債
、
指
数
連
動
型
上
場
投
資

信
託
（
Ｅ
Ｔ
Ｆ
）、
不
動
産
投
資
信

託
（
Ｊ

－
Ｒ
Ｅ
Ｉ
Ｔ
）
と
い
っ
た
リ

ス
ク
性
資
産
を
含
め
て
幅
広
く
買
入

れ
て
い
る
。
狙
い
は
、
長
期
金
利
の

低
下
と
各
種
リ
ス
ク
・
プ
レ
ミ
ア
ム

の
縮
小
を
同
時
に
促
す
こ
と
に
あ

る
。
効
果
は
着
実
に
表
わ
れ
て
お

り
、
市
場
金
利
動
向
を
反
映
し
て
銀

行
の
貸
出
金
利
は
低
下
を
続
け
、
最

近
で
は
短
期
・
長
期
と
も
１
％
程
度

と
歴
史
的
低
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

企
業
か
ら
み
た
金
融
機
関
の
貸
出
態

度
も
、
00
年
以
降
の
平
均
水
準
よ
り

も
よ
い
状
態
ま
で
改
善
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
金
融
緩
和
の
波
及
経
路
の

第
２
段
階
に
働
き
か
け
る
た
め
の
取

組
み
も
強
化
し
て
い
る
。
日
銀
は
10

年
に
「
成
長
基
盤
強
化
を
支
援
す
る

た
め
の
資
金
供
給
」
を
創
設
し
（
現

在
の
総
額
は
５
・
５
兆
円
）、
成
長

基
盤
を
強
化
し
て
い
く
こ
と
の
重
要

性
を
訴
え
る
と
と
も
に
、
実
際
に
企

業
や
金
融
機
関
が
そ
の
取
組
み
を
進

め
る
う
え
で
、「
呼
び
水
」
と
し
て

の
効
果
を
期
待
し
て
い
る
。さ
ら
に
、

12
年
10
月
の
追
加
緩
和
で
は
「
貸
出

増
加
を
支
援
す
る
た
め
の
資
金
供

給
」を
創
設
し
、基
準
時
点
に
比
べ
て

貸
出
残
高
を
増
や
し
た
金
融
機
関
に

対
し
、
希
望
に
応
じ
て
そ
の
増
加
額

の
全
額
ま
で
、
日
銀
が
円
資
金
の
供

給
を
行
う
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
は

資
金
供
給
総
額
に
上
限
を
設
け
て
お

ら
ず
、
貸
出
増
加
額
の
算
出
の
対
象

に
は
、
円
だ
け
で
は
な
く
外
貨
も
含

ま
れ
て
い
る
。貸
付
期
間
は
１
年
、２

年
、３
年
を
選
択
で
き
、最
長
４
年
ま

で
借
換
え
可
能
だ
（
現
在
の
貸
付
金

利
は
０
・
１
％
）。「
成
長
基
盤
強
化

を
支
援
す
る
た
め
の
資
金
供
給
」
と

「
貸
出
増
加
を
支
援
す
る
た
め
の
資

金
供
給
」
を
あ
わ
せ
て
「
貸
出
支
援

基
金
」
と
呼
び
、
緩
和
的
な
金
融
環

境
の
一
段
の
活
用
を
促
す
こ
と
を
企

図
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
強
力
な
金

融
緩
和
政
策
が
実
施
さ
れ
て
い
る

が
、
日
本
経
済
が
デ
フ
レ
か
ら
脱
却

し
物
価
安
定
の
も
と
で
の
持
続
的
な

成
長
経
路
に
復
す
る
に
は
、
政
府
な

ど
幅
広
い
経
済
主
体
に
よ
る
成
長
戦

略
強
化
の
努
力
も
不
可
欠
だ
ろ
う
。
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基金の積上げ実績

兆円

11/3月
40兆円
（12/6月末）

11/8月
50兆円
（12年末）

11/10月
55兆円
（12年末）

10/10月
〈導入時〉
35兆円
（11年末）

12/2月
65兆円
（12年末）

12/4月
70兆円

（13/6月末） 13/6月末
78兆円
〈予定〉

〈予定〉

13年末
91兆円

12/9月
80兆円
（13年末）

12年末
65兆円

年/月

12/10月
91兆円
（13年末）

12 11/3 6 9 12 6 9 6 91212/3 13/3

〈予定〉

〔図表〕	 「資産買入れ等の基金」の枠と積上げ実績

（注）　カッコ内は積上げ完了のメド。破線部は積上げ予定。
（出所）　日本銀行資料から大和総研作成。
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